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Ⅳ 現住居の敷地について 

21 所有地か 借地かなどの別  ※調査票乙：22 

 平成 25年調査（案） 平成 20年調査 

 

 

 

 

 

（変更案） 

「一戸建・長屋建」を「一戸建・長屋建（テラスハウスを含む）」に，「その他（共同住宅など）」を「その他（アパートなど）」にそれぞれ変更する。 

（変更理由） 

 より世帯が理解しやすい名称に変更した。 
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23 取得方法・取得時期等  ※調査票乙：25 

（ア）だれから買ったり借りたりなどしたのですか，（イ）いつ買ったり借りたりなどしたのですか 

 平成 25年調査（案） 平成 20年調査 

 

 

 

 

 

 

（変更案） 

・「都市再生機構（旧公団）・公社など」を「都市再生機構（UR）・公社など」に変更する。 

 ・「平成 20年」，「19年」，「18 年」，「17年」，「16年」及び「13～15年」の区分を，「平成 25年」，「24年」，「23年」，「22年」，「21年」，「18～20年」及び

「13～17年」の区分に変更する。 

（変更理由） 

・より世帯が理解しやすい名称に変更した。 

・調査時点の推移に対応した区分に変更した。 
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【調査票甲のみ】 

 Ⅴ 現住居以外の土地の所有について 

24 現住居以外の土地 

（ア）所有していますか，（イ）土地の種類 

 平成 25年調査（案） 平成 20年調査 

 

【新規】 

（新規理由） 

地域別に精緻な結果を得るとともに，調査票乙における推計の際のベンチマークとして活用するため，設問を新規に追加した。 
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【調査票乙のみ】 

Ⅲ 現住居について 

11 名義人 

 平成 25年調査（案） 平成 20年調査 

 

 
 

 

 

 

（変更案） 

  「住居又は生計をともにしていない配偶者・親など」と「その他の世帯の世帯員又は法人など」の区分を「その他」の区分に統合する。 

（変更理由） 

選択肢区分が分かりにくく，結果利用上も割合が低く統合しても支障がないことから，当該区分を統合した。 
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Ⅳ 現住居の敷地について 

23 名義人 

 平成 25年調査（案） 平成 20年調査 

 

 

 

 

 

（変更案） 

  「住居又は生計をともにしていない配偶者・親など」と「その他の世帯の世帯員又は法人など」の区分を「その他」の区分に統合する。 

（変更理由） 

選択肢区分が分かりにくく，結果利用上も割合が低く統合しても支障がないことから，当該区分を統合した。 

 

 Ⅴ 現住居以外の住宅・土地の所有について 

26 現住居以外の住宅 

 平成 25年調査（案） 平成 20年調査 

 

 

 

 

 

 

 

（変更案） 

「この住居」を「現住居」に設問を変更する。 

（変更理由） 

前回調査において明確な使い分けがなく混在していたため統一を図った。  
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27 現住居以外の土地 

 （ア）所有していますか，（イ）土地の種類及び所有総数 

 平成 25年調査（案） 平成 20年調査 

 

 

 

 

 
 

（変更案） 

・「この住居」を「現住居」に設問を変更する。 

 ・「宅地など（農地・山林以外の土地）のみ」を「宅地など⇒所有総数○○区画」に，「農地・山林のみ」を「農地・山林⇒所有総数○○市区町村」にそ

れぞれ変更した上でマルチマークとし，「宅地などと農地・山林の両方」の区分を削除する。 

（変更理由） 

・前回調査において明確な使い分けがなく混在していたため統一を図った。 

 ・所有する全区画等について詳細を把握する方法から，面積の大きい順に一定の区画等までのみの詳細を把握する方法とすることに伴い，結果の推計の

ために所有総数を把握することとした。記入区画数等を限定することにより，追加の調査票の使用がなくなり，世帯及び調査員の負担が軽減される。 
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 Ⅳ 現住居の敷地以外に所有する宅地など 

  28 土地の所在地 

 平成 25年調査（案） 平成 20年調査 

 

 

 

 

 

 

（変更案） 

「市郡支庁」を「市郡等」に変更する。 

（変更理由） 

北海道の支庁が総合振興局・振興局に変更されたことを受け，名称を変更した。 

 

31 土地の取得方法 

 平成 25年調査（案） 平成 20年調査 

 

 

 

 

 

 

（変更案） 

「都市再生機構（旧公団）・公社などから購入」と「会社などの法人から購入」の区分を「会社・URなどの法人から購入」の区分に統合する。 

（変更理由） 

記入者負担軽減のため，相対的に結果利用上の必要性が低いと考えられる区分を統合した。 
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32 土地の取得時期 

 平成 25年調査（案） 平成 20年調査 

 

 

 

 

 

 

（変更案） 

  「平成 20 年」，「19 年」，「18 年」，「17 年」，「16 年」，「13～15 年」，「８～12 年」，「３～７年」，「昭和 56～平成２年」，「昭和 46～55 年」，「36～45 年」，

「26～35年」及び「昭和 25年以前」の 13区分を，「平成 23～25年」，「13～22年」，「３～12年」，「昭和 56～平成２年」，「昭和 46～55年」，「26～45年」

及び「昭和 25年以前」の７区分に統合する。 

（変更理由） 

調査時点の推移に対応した区分に変更するとともに，記入者負担軽減のため，相対的に結果利用上の必要性が低いと考えられる区分を統合した。 

 

（旧）34 建物の所有者 

 平成 25年調査（案） 平成 20年調査 

【削除】 

 

 

 

（削除理由） 

過去３回の調査結果において，いずれも近似した結果となっており，所要の傾向を把握済みであるため，削除した。 
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34 土地の主たる使用者 

 平成 25年調査（案） 平成 20年調査 

 

 

 

 

 

 

（変更案） 

  「使用者はいない」の区分を追加する。 

（変更理由） 

使用者のいない施設等の実態を把握し未利用地等の有効活用に係る土地政策の基礎資料とするため，区分を新規に追加した。  

 

Ⅶ 現住居の敷地以外に所有する農地・山林 

35 農地・山林の所在地 

 平成 25年調査（案） 平成 20年調査 

 

 

 

 

 

 

（変更案） 

  「市郡支庁」を「市郡等」に変更する。 

（変更理由） 

北海道の支庁が総合振興局・振興局に変更されたことを受け，名称を変更した。 
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36 面積の合計 

 平成 25年調査（案） 平成 20年調査 

 

 

 

 

 

 

（変更案） 

  「○○平方メートル（又は○○坪，○○反）」を「○○平方メートル」に変更する。 

（変更理由） 

調査票設計上，坪又は反単位ではなく平方メートル単位で記載するように変更した。坪又は反単位で記載を希望する世帯があった場合，「調査票の記入

のしかた」に掲載する「面積換算表」を用いることで対応可能である。 
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【建物調査票】 

（３）建て方 

 平成 25年調査（案） 平成 20年調査 

 

 

 

 

 

 

（変更案） 

  「長屋建」を「長屋建（テラスハウスを含む）」に変更する。 

（変更理由） 

より調査員が理解しやすい名称に変更した。 
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（８）建物内総住宅数 

 平成 25年調査（案） 平成 20年調査 

 

 

 

【新規】 

（変更案） 

  『調査対象名簿』から移行。 

（変更理由） 

調査員事務の効率性の観点から移行した。 
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（10）オートロックの別，（11）高齢者対応型住宅の別 

 平成 25年調査（案） 平成 20年調査 

 

 

 

 

 

 

（変更案） 

  設問の入れ替え 

（変更理由） 

調査員が理解しやすい並びとするため設問を入れ替えた。 

 

 


